指定更新申請に当たっての留意事項
【居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護】

１　提出書類について

　　提出書類は次のとおりです。チェックの上提出してください。

なお、提出書類は原則としてＡ４版とし、次の順序に並べた上で提出してください。

　＜提出書類チェック表＞

	☑
	提出書類
	説明
	備考

	☐
	①
	セルフチェックシート
	・担当者名、特記事項等を記載してください。
	

	☐
	②
	指定障害福祉サービス事業者指定（更新）申請書
	・法人の名称・住所は登記事項証明書と同じ表記としてください。
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	
	（別紙）

	☐
	③
	居宅介護事業所、重度訪問介護事業所、同行援護事業所又は行動援護事業所の指定に係る記載事項
	・出張所等がある場合は付表１－２を追加。
	付表１

	☐
	④
	従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
	・原則として、更新月の予定について作成してください。
・管理者が他の職種を兼務する場合は、２行に分け、それぞれの勤務時間を記載してください。
・ヘルパーの職種は「従業者」と記載してください。
	参考様式１

	
	
	組織体制図
	・任意様式です。
	

	☐
	⑤
	従業者免許・資格等一覧表
	・当該事業所のすべての従業者について記載してください。
※移動支援に係る資格を含む。
	参考様式２

	
	
	免許証等の写し
	
	

	☐
	⑥
	管理者経歴書
	
	参考様式３

	☐
□
	⑦
	サービス提供責任者経歴書
	
	参考様式３

	
	
	実務経験証明書
	
	（別紙）

	
	⑧
	事業所の平面図
	・各室の用途及び面積を記載してください。
	参考様式４

	☐
	⑨
	運営規程
	
	

	☐
	⑩
	利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要
	・苦情等に対応する常設の窓口、処理体制、手順などを具体的に記載してください。
	参考様式７

	□
	⑪
	損害賠償保険証書の写し
	
	

	☐
	⑫
	主たる対象者を特定する場合における理由等
	・主たる対象者を特定する場合のみ、提出してください（特定しない場合は、提出不要）。
	参考様式10

	☐
	⑬
	道路運送法による許可書の写し、２種免許の写し
	・通院等乗降介助を行う場合のみ、提出してください（行わない場合は、提出不要）。
	

	☐
	⑭
	障害者総合支援法第36条第3項の規定に該当しない旨の誓約書
	
	参考様式11

	□
	⑮
	申請者の登記事項証明書
	・登記簿謄本です
※　直近３か月以内に発行されたもの。写し可。
	

	□
	⑯
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	・届出内容に応じて別紙様式を添付してください。
	


２　運営規程について

　＜運営規程チェック表＞

	☑
	項目
	説明

	☐
	⑴
	事業の目的
	・対象者は障害者（児）です。「高齢者」となっている場合が多いので注意してください。

	☐
	⑵
	運営の方針
	

	☐
	⑶
	従業者の職種、員数及び職務の内容
	

	☐
	⑷
	営業日及び営業時間
	

	☐
	⑸
	指定居宅介護等の内容
	・移動支援事業を実施する場合は、併せて「移動支援事業」を追加してください。

	☐
	⑹
	支給決定障害者等から受領する費用及びその額
	

	☐
	⑺
	通常の事業の実施地域
	

	☐
	⑻
	緊急時等における対応方法
	

	☐
	⑼
	主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類
	・主たる対象者を特定して事業を実施する場合は、特定する障害種別を記載してください（特定しない場合は、項目不要）。

	☐
	⑽
	虐待の防止のための措置に関する事項
	

	☐
	⑾
	身体拘束の禁止に関する事項
	

	☐
	⑿
	その他運営に関する重要事項
	


別添１
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